
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘
するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を
保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾
者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

19,500

3.2

3.4

3.6

3.8

4.0

4.2

16/6 16/8 16/10 16/12 17/2 17/4

（％）

（年/月）

（円）

空室率

平均賃料

2017年5月11日 アジア・オセアニアのリート市場の動向（2017年4月） 
2017年5月01日 「展望レポート」は景気判断を上方修正（日本） 

 4月の都心5区の平均賃料は、坪当たり18,774円でした。

前年同月比＋3.95％、前月比＋0.23％と、40カ月連

続の上昇となりました。 

 4月は、新築ビルの平均賃料は同▲5.54％と、前月を大

幅に上回る下落幅となりました。下落は2カ月連続です。新

築ビルの「オフィスビル空室率」は、昨年9月に直近の底を付

けてから上昇傾向にあり、賃料上昇の抑制要因となっている

と考えられます。一方、既存ビルの平均賃料は前月比

＋0.44％となり、緩やかながら賃料の上昇が続いています。 

「オフィスビル空室率」、停滞から一段低下（日本） 

2017年5月12日 

「オフィスビル空室率」は、オフィスビル仲介大手の三鬼商事が、毎月中旬頃にホームページに公表しています。

空室率のほか、オフィスビルの平均賃料や棟数なども公表されており、オフィスビル市場を見る上で有益です。札

幌、仙台、東京、横浜、名古屋、大阪、福岡の7つのビジネス地区について、新築、既存ビルに分けられた

データとなっています。 

（No.2,067） 
〈マーケットレポートNo.5,403〉 

 足元の空室率の低下や賃料の上昇は、オフィス

ビルに特化したものが多い日本のリート市場には

追い風です。また日本では当面金融緩和が続き、

長期金利が低水準で推移すると見られ、日本の

リート市場にはプラスと考えられます。 

 5月11日に発表された三鬼商事の都心5区（千代田、中央、港、新宿、渋谷）の4月の「オフィスビル空

室率」は、前月比▲0.21ポイントの3.39％となりました。空室率は、2016年9月以降、3.6～3.7％台で

推移していましたが、4月は一段と低下しました。都心5区の中でも、渋谷区と新宿区は「オフィスビル空室

率」が2％台前半と、極めて良好な水準となっています。 

 4月は、新築ビルの一部が募集面積を残して竣工したものの、既存ビルで統合などに伴う大型成約があった

ことなどから空室率が低下し、全体の低下に繋がりました。 

4月の都心5区の空室率は3.39％ 
既存ビルの統合などに伴う大型の成約が全体の低下に寄与 

当面は「オフィスビル空室率」の低水準が続く見込み 

 2018年以降は2020年にかけてオフィスビルの大規

模な新規供給が予定されており、入居ビルを選別す

る動きも見られそうです。ただ、2017年内は供給さ

れる大型ビルの数が限定的であり、空室率は当面

現在の低水準で推移すると見込まれます。 

平均賃料は40カ月連続の上昇 
緩やかな賃料上昇が続く 

【都心5区の空室率と平均賃料】 

（注）データは2016年6月～2017年4月。 
（出所）三鬼商事のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/japan/key170501jp.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news170511as.html

